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独立行政法人国際協力機構（JICA）
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事前質問

• 技プロとSATREPSの違いは？

• 他の技術協力プロジェクトとのすみわけ、連携など

• JICAがSATREPSをどのように開発に利用したいと考えて
いるか

• 社会実装の成功事例（グッドプラクティス）について

• 実際に開発は本当に成功しているのか、短期的な介入に
なっていないのか

• 実質的な成果を伴う技術協力事例の紹介
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事前質問

• 日本の中小・中堅企業の技術と現地の社会課題をどのよ
うに結び付けるか

• 科学と社会実装をどうバランスよく進めるか

• 「開発支援」ではなく、「開発協力」ということで、途
上国と日本、それぞれの発展がどのように結びついてい
るか

• 信頼関係構築のためにどのようなことを行なっているの
か
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ODAにおける技術協力
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ODA
（政府開発援助）

二国間
援助

多国間
援助

JICA

技術協力

有償資金協力

無償資金協力

国際緊急援助

調査・研究

市民参加協力

※国際機関への拠出

専門家派遣

研修員受入

技術協力プロジェクト

開発計画調査型技術協力

具体的メニュー

・・・etc

無償資金協力

856億円

（留意点）
技術協力：管理費を除く
有償資金協力：承諾額
無償資金協力：贈与契約締結額（複数年度の場合、当該年度の供与限度額）

＜2019年度JICA事業規模＞

etc…
有償資金協力

1兆5,232億円

技術協力

1,751億円

総額：1兆7,839億円



｢技術協力」とは？
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A国政府

開発途上国の課題解決能力と主体性（ｵｰﾅｰｼｯﾌﾟ）の向上を促進するた
め、人材育成、研究開発、技術普及、制度構築を支援する取組

チームとして、協力

専門家派遣、機材の供与、
研修機会の提供・・・

＜様々なアプローチ＞

A国の経済・社会の発展



技術協力における支援メニュー
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研修員受入れ

専門家派遣

資金協力（円借款・無償）

技
術
協
力
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

開発途上国から当該分野開発の中核を担う人材
（行政官、等）を日本もしくは第三国へ研修員とし
て招き、知識や技術を移転

開発途上国へ専門家を派遣し、相手国のｷｬﾊﾟｼ
ﾃｨ･ﾃﾞﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄを軸に、知識や技術を移転

機材供与 開発途上国に、技術協力に必要な機材を供与

交通網、エネルギー、学校などインフラ整備

様
々
な
メ
ニ
ュ
ー
を
組
合
せ
、

効
果
的
に
技
術
移
転



技術協力プロジェクトの事例

ヨルダンの課題

事業概要：

目的 信頼性の高い電力系統シ
ステムを整備するためのプロジェ
クト関係機関の組織的能力が強
化される 。
成果
1. 電力系統設備の運用技術能
力が強化される

2. 大量の再エネを電力系統シ
ステムに統合・導入促進する
視点から長期系統計画を更
新するための組織能力が向
上する

【ヨルダン】
再生可能エネルギー系統統合と安定供給の促進プロジェクト

ヨルダン電力系統がより多くの再エ
ネを受容出来るよう、電力系統の
柔軟性と供給信頼度を向上させる

• 系統システムの安定化
• 供給信頼度向上

投入：
①専門家
• 電力系統計画
• 電力系統関連設備
• 電力系統運用計画
• 需要側対策
②供与機材
保護リレー運用・保守研修実施に
必要とされる試験機器
③人材育成
a) ヨルダン国内研修：系統障害分
析、リレーメンテナンスに関する
研修
b) 本邦研修：
・事故解析、保護リレー整定手法、
設備設計、人材育成等
・電力系統の柔軟性確保のため
の各種施策
・実証視察



4つの戦略と20の課題設定

1. 開発途上地域の経済成長の基礎及び原動力の確保（都市・地域開発、運輸・交
通、資源・エネルギー、民間セクター開発、農業・農村開発）

2. 開発途上地域の人々の基礎的生活を支える人間中心の開発（保健医療、栄養
の改善、万人のための質の高い教育、社会保障・障害と開発、スポーツと開発）

3. 普遍的価値の共有、平和で安全な社会の実現（平和構築、法と行政、公共財政・
金融システム、ジェンダー平等と女性のエンパワメント、デジタル化の促進）

4. 地球規模課題への取組を通じた持続可能で強じんな国際社会の構築（気候変動
対策の推進・主流化、自然環境保全、環境管理、持続可能な水資源の確保と水
供給、防災・復興を通じた災害リスクの削減）

8



SATREPS導入の背景

グローバルな課題の脅威急増

・気候変動による災害発生・食料生産への影響

・低炭素社会、クリーンエネルギーの実現

・感染症の発生

科学技術の発展による解決への期待

・途上国では我が国の科学技術への期待が大

・人材育成を進めながら共同研究により課題に取り組む
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地球規模課題対応国際科学技術協力

(Science and Technology Research Partnership for 
Sustainable Development)

「SATREPS」

科学技術の競争的研究資金と政府開発援助（ODA）を組み合わせて、
２００８年に開始

科学技術協力事業（SATREPS）
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課題解決科学技術開発



SATREPSの目的
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地球規模課題の解決を視野に、これら諸課題の解決に繋がる新たな知見の獲得及
びその成果の将来的な社会実装（具体的な研究成果の社会還元）を目指し、開発途
上国の社会的ニーズをもとに我が国の研究機関と開発途上国の研究機関とが協力
して技術協力プロジェクトの枠組みにより国際共同研究を推進する。

1）日本と開発途上国との国際科学技術協力の強化

2）地球規模課題の解決と科学技術水準の向上につながる新たな知見や技術の獲得、
これらを通じたイノベーションの創出

3）キャパシティ・ディベロップメント（国際共同研究を通じた開発途上国の自立的研究
開発能力の向上と課題解決に資する持続的活動体制の構築、また、地球の未来を
担う日本と途上国の人材育成とネットワークの形成）



SATREPSの5領域
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地球規模課題は5領域
 感染症：コロナ後も新たな感染症や薬剤耐性菌は人類の脅威
 カーボンニュートラル：低炭素社会の実現に向けて
 環境：海洋プラスチックなど廃棄物問題は持続可能性のカギ
 生物資源：自然の力を最大限に生かす地球にやさしい科学
 防災：異常気象による自然災害への対応は喫緊の課題

【カーボンニュートラル領域】
省エネ、再生可能エネルギー、低炭素
・循環型社会づくり、CO2分離・貯蔵、
資源リサイクルに関する研究
例）マレーシア：アジア地域の低炭素社会
シナリオの開発（2011年6月~2016年6月）

マレーシアで循環型都市を目指す（JSTホームページより）

【環境領域】
有害物質による汚染対策、水資源管理、
廃棄物処理、生物多様性、都市環境に
関する研究
例）南アフリカ：気候変動予測とアフリカ
南部における応用（2010 年 4 月～2013 
年 3 月）

南ア側研究チーム
（JSTホームページより）

【感染症領域】
鳥インフルエンザ、狂犬病などの人獣共通感染
症、HIV、エボラ出血熱、マラリアなどの原虫お
よび寄生虫、デング熱、結核などの抗菌薬耐性
菌の新興・再興感染症の疫学、診断、予防、治
療に関する研究
例）ブラジル：AIDS 患者及びその他の免疫不
全患者における新規診断法による真菌症対策
（2010 年 4 月－2013 年 3 月）

カンピーナス大学真菌
研究室（JSTホームページより）

【生物資源領域】
生物資源の生産・利用・評価・有
効活用に関する研究
例）ベトナム：北部中山間地域に
適応した作物品種開発（2010 年
12 月 ～ 2015 年 12 月）

稲の交配作業
（JSTホーム
ページより）

【防災領域】
地震・津波などの自然現象の発生メカニズ
ム、災害対策、防災・減災に関する研究
例）カメルーン：火口湖ガス災害防止の総
合対策と人材育成（2011年4月~2016年3月）

ニオス湖のCO2抜き
（JSTホーム
ページより）



SATREPSの枠組み
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JICAとJST/AMEDが連携して、途上国との国際共同研究を推進
JICA（ODAとして）は技術協力プロジェクトとして実施

開発途上国の
研究機関

日本国内の
研究機関

外務省・JICA文科省・JST/AMED 連携

研究開発支援 技術協力(ODA)

国際共同研究
SATREPS

JST ：国立研究開発法人科学技術振興機構
AMED ：国立研究開発法人日本医療研究開発機構



SATREPS 研究開発から社会へ繋ぐ
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社
会
実
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の
タ
ネ

社
会
実
装

取
り
組
み

継
続

段階

世界

相手国国民

対象

研究機関

企業

政府

援助効果が目に見
える状況

SATREPSで目指す
レベル

政策反映 研究活用 製品化・実用化

成果物が政府等の
意思決定などに活用される

成果物でビジネスが始まる

案件の取り組みが別の地域にも移転される＝地球規模課題の解決につながる

成果物活用で国民生活に
ポジティブな影響が生じる

相手国政府等への提言
・成果物共有

目標で予定された範囲での
成果物活用

プロジェクト目標で予定された研究活動の完了
人材が育成される・相手国研究機関によって必要な研究が継続される

（実用化に向けて追加で必要な研究が継続される
・その見込みが立つ）

必要な承認等を得る

提言のモトとなる成果物が
作成される

実用化を見据えた実証段階に移行する

研究が完了しなかった

成果物が企業に移転される



SATREPSから期待される開発の成果

 科学的な根拠に基づく相手国への政策提言/政策策定と実施（地震津波警報、
環境保全、気候変動予測、低炭素社会シナリオ、感染症対策など）

 新規開発技術による製品の開発と実社会への適用（品種改良、ワクチン開発、
高付加価値商品、ビックデータ解析、革新的技術など）

 科学的な根拠に基づく新たなエネルギー資源開発とその運用

 日本の高品質技術の海外展開（再生エネルギー、バイオマス燃料、ＩＯＴ技術、
超小型衛星、CO2排出権取引など）

 SATREPSの成果を活用した開発協力案件の形成（技プロ、ＮＧO連携、民間連
携など）
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SATREPS事例 ① （JSTホームページより）
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研究成果を新たな政策・行
政サービスに反映させるこ

とで社会へ貢献

マレーシアの課題

 急激な経済成長による交
通渋滞や大気汚染

 都市環境問題の深刻化と
二酸化炭素排出量の増大

低炭素社会化の実現へ向けた
施策ロードマップの作成

事業概要：

日本側研究機関：京都大学
目的：マレーシアにおいて低炭素社会シ
ナリオの構築手法が開発・適用され、研
究成果がアジア地域に発信される。
活動：
1. マレーシアの現状に即した低炭素社
会シナリオの構築手法の開発

2. IM で低炭素社会シナリオの構築と施
策への反映

3. イスカンダル地域での大気汚染環境
と循環型社会に係る低炭素社会施策
のコベネフィット効果を定量的に評価

4. マレーシア及びアジア諸国に対する
低炭素社会シナリオ構築のための研
修体制の整備と低炭素社会ネット
ワークの構築

イスカンダル地域を構成する5 基礎自治
体を対象にした「実装版ロードマップ」作り
を、市民と一緒に完成、実行

共に作る環境にやさしい未来

リサイクル事業や啓蒙活動の
参考にするため家庭ごみの組
成を調査する

ごみの分別＝一人一人
の小さな活動が未来を
創る

マレーシア発アジアへ

アジアの成長を象徴するイスカンダル開
発地域での研究成果を発信することによ
り、アジア全体の低炭素社会の実現に貢
献

【マレーシア】
アジア地域の低炭素社会化シナリオの開発



SATREPS事例 ② （JSTホームページより）
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研究成果によって作られた、
新たなプロダクトを普及

させることで
世界へ貢献

ベトナムの課題

 目覚ましい経済発展の陰に
残る地域格差や食糧不足

 中山間地域におけるイネの
収穫量増大による貧困削減、
安定と発展

日本が誇るイネゲノム情報を駆使
した効率的イネ品種改良法による

新品種の研究開発

事業概要：

日本側研究機関：九州大学
目的：ベトナム北部中山間地域において
イネの新品種が普及され、食料安全保
障および持続的農村開発が促進される。
活動：
1. 北部中山間地域の自然・社会環境に
適した短期生育、高収量・病虫害抵
抗性イネ品種育種のための研究基
盤の強化

2. 大容量・高速ジェノタイピングによる
効率的なイネ育種法の開発

3. 環境に適した短期生育・高収量・病
虫害抵抗性に関与する遺伝子を有す
る有望系統の開発

4. イネ有望系統群の生理生態学的特
性の分析

ベトナムからアジアへ
飢餓のない未来を創る

モンスーンアジアにおける稲作の縮図、
ベトナムで開発されたイネ品種は、他の
モンスーンアジア地域からアフリカの稲作
地域まで適応・普及可能

実験室から世界の食卓へ

新品種の登録から品種の普及まで、品種
化へのプロセスは、科学的な根拠だけで
なく、行政、農民、種子供給者等を巻き込
む大きな事業

ベトナムからの研修員によ
るイネのDNA抽出実験

育種実験圃場の日越若手
研究者

【ベトナム】
ベトナム北部中山間地域に適応した作物品種開発



SATREPS事例 ③ （JSTホームページより）
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CO2排出量の削減という地
球規模開発課題への対応と
持続的発展可能な社会の構

築に貢献

インドネシアの課題

 地熱発電を利用した発電
量の大幅な増加

 環境と調和した長期間の
持続的地熱発電

開発された技術の適用による地
熱発電所の予定地における探査
ボーリング掘削費の減少

事業概要：

日本研究機関 : 京都大学
目的：プロジェクトで開発された技術の
適用性が、モデルサイトにおいて検証
される。
活動：
1. 地熱発電に最適な蒸気スポットを

検出できる技術の開発
2. リモートセンシングを利用した環境

モニタリング技術の開発
3. 地熱発電の最適化制御システムを

確立する
4. 地熱科学技術に携わる人材が育成さ

れる

【インドネシア】
インドネシアにおける地熱発電の大幅促進を目
指した蒸気スポット検出と持続的資源利用の技
術開発

 地熱科学技術に携わるインドネシア
政府機関への技術移転

 国営企業との連携・協力と技術移転
を通じた地熱発電開発のコスト削減

人材育成と開発コスト削減
へ貢献

 地熱資源の豊かな日本でも活用
 開発途上国や世界の地熱資源国に

導入可能な低コストのシステム

インドネシア発、日本/世界へ



課題解決のためあらゆるリソースを動員
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技術協力 課題解決

例

（技プロ）母子保健手帳の普及

（NGO連携）上総掘りの普及

（SATREPS）イネの新品種開発

（民間連携）防蚊ペンキの販売促進

妊産婦、新生児、5歳未満児の死亡低減

農村部での安全で安価な水の提供

食料生産量増大

マラリア予防



多様なスキーム・多様な関係者との連携
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技術協力事業

ボランティア事業

中小企業海外展開事業
民間連携事業

市民参加推進事業
（大学、地方自治体、NGO等）

各種調査事業

人材の養成

科学的根拠に基づく
案件の質の向上

新しい技術・知見の発掘
民間企業の参入促進

新しい技術・知見の発掘
関係者の参入促進

現場における協働


